
平成 １２ 年 ３ 月期　　　　　決算短信

上 場 会 社 名 小林製薬株式会社 上場取引所  大阪証券取引所市場第２部   

コ ー ド 番 号 ４９６７ 本社所在都道府県 大阪府

問 合 せ 先

（０６）６２２２－０２１０

決算取締役会開催日 平成１２年５月１８日 中間配当制度の有無 　 有　　・　　無

定時株主総会開催日 平成１２年６月２９日

１．１２年３月期の業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

（１）経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年３月期 173,842 （ 9.0） 11,831 （ 45.3） 9,534 （ 31.3）

１１年３月期 159,514 （ 6.1） 8,140 （ 31.8） 7,261 （ 30.3）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１２年３月期 4,176 （ 57.8） 147 91 17.8 10.5 5.5

１１年３月期 2,646 （ 46.0） 152 8 16.8 9.1 4.6

（注）①期中平均株式数  １２年３月期 28,233,196 株 １１年３月期 17,400,000 株

　　　 ②会計処理方法の変更の有無 有　　・　　無

　　　 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 　百万円 ％ ％

１２年３月期 15 00 0 0 15 00 425 10.2 1.4

１１年３月期 12 50 0 0 12 50 217 8.2 1.3

（注）１２年３月期期末配当金の内訳 普通配当 １２円５０銭

上場記念配当 ２円５０銭

（３）財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

１２年３月期 99,234 30,097 30.3 1,061 62

１１年３月期 83,039 16,936 20.4 973 38

（注）期末発行済株式数   １２年３月期 28,350,000 株 １１年３月期 17,400,000 株

　　　（　額面　・　無額面　株式　　　一単位の株式数　　1,000株　）

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中  間  期 95,700 7,500 3,800 0 0

通　　　期 185,600 12,100 6,000 12 50 12 50

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 211 円 64 銭
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（百万円未満切捨て）

             期  別     前    期     当    期

(平成11年 3月31日現在) (平成12年 3月31日現在)   増  減

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比

     （資 産 の 部）      百万円     ％      百万円     ％      百万円

Ⅰ  流動資産 54,285 65.4 66,190 66.7 11,905

現 金 及 び 預 金 2,697 6,009 3,311

受 取 手 形 11,989 12,196 207

売 掛 金 22,674 24,311 1,636

有 価 証 券 3,459 8,865 5,406

自 己 株 式 - 1 1

商 品 4,379 4,729 350

製 品 3,833 4,500 666

原 材 料 148 96 △ 52

仕 掛 品 226 190 △ 35

貯 蔵 品 126 236 109

前 渡 金 386 370 △ 16

前 払 費 用 216 224 7

繰 延 税 金 資 産 - 651 651

短 期 貸 付 金 1,572 1,385 △ 186

未 収 金 2,744 2,435 △ 309

そ の 他 196 231 35

貸 倒 引 当 金 △ 367 △ 246 121

Ⅱ  固定資産 28,754 34.6 33,044 33.3 4,290

  1.有形固定資産 15,980 19.2 16,769 16.9 789

建 物 5,427 5,461 33

構 築 物 333 303 △ 29

機 械 及 び 装 置 278 264 △ 14

車 輌 運 搬 具 17 13 △ 4

工 具、器具及び備品 653 710 56

土 地 8,738 8,738 -

建 設 仮 勘 定 531 1,279 748

  2.無形固定資産 100 0.1 546 0.6 446

商 標 権 31 32 1

ソ フ ト ウ エ ア - 446 446

そ の 他 69 68 △ 0

  3.投資その他の資産 12,673 15.3 15,728 15.8 3,054

投 資 有 価 証 券 117 140 22

関 係 会 社 株 式 3,122 3,301 179

出 資 金 1 1 -

関 係 会 社 出 資 金 101 101 -

長 期 貸 付 金 5,474 6,354 879

長 期 前 払 費 用 471 58 △ 413

預 け 保 証 金 2,579 2,272 △ 306

繰 延 税 金 資 産 - 2,652 2,652

事 業 保 険 積 立 金 720 760 40

そ の 他 900 821 △ 79

貸 倒 引 当 金 △ 815 △736 78
83,039 100.0 99,234 100.0 16,195資 産 合 計

貸 借 対 照 表
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（百万円未満切捨て）

             期  別      前    期      当    期

(平成11年 3月31日現在) (平成12年 3月31日現在)   増  減

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比

     （負 債 の 部）      百万円     ％      百万円     ％      百万円

Ⅰ  流動負債 55,777 67.2 60,794 61.3 5,017

支 払 手 形 16,949 17,480 531

買 掛 金 23,938 25,737 1,799

短 期 借 入 金 4,783 4,086 △ 696

一年以内返済予定長期借入金 143 2,968 2,825

未 払 金 4,738 5,606 867

未 払 法 人 税 等 2,743 2,690 △ 52

未 払 消 費 税 等 432 300 △ 132

未 払 費 用 1,758 1,638 △ 119

預 り 金 97 54 △ 43

返 品 調 整 引 当 金 151 173 21

そ の 他 40 57 16

Ⅱ  固定負債 10,325 12.4 8,343 8.4 △ 1,981

長 期 借 入 金 3,174 206 △ 2,968

預 り 保 証 金 432 452 20

退 職 給 与 引 当 金 5,757 6,682 925

役 員退職慰労引当金 960 1,001 41

66,102 79.6 69,137 69.7 3,035

     （資 本 の 部）

Ⅰ  資    本    金 900 1.1 3,450 3.5 2,550

Ⅱ  資本準備金 106 0.1 4,183 4.2 4,077

Ⅲ  利益準備金 225 0.3 225 0.2 -

Ⅳ  その他の剰余金 15,704 18.9 22,238 22.4 6,533

任 意 積 立 金 13,007 15,243 2,235

  開  発  積  立  金 330 330 -

  固定資産圧縮積立金 375 210 △ 164

  別  途  積  立  金 12,302 14,702 2,400

当 期 未 処 分 利 益 2,696 6,995 4,298

16,936 20.4 30,097 30.3 13,160
83,039 100.0 99,234 100.0 16,195

（注）財務諸表等規則の改正により、当会計期間から税効果会計を適用して財務諸表を作成して
      おります。これに伴い、前期と比較し、繰延税金資産 3,304百万円（流動資産 651百万円、
      投資その他の資産 2,652百万円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は、 684百万
      円、当期未処分利益は、 3,456百万円多く計上されております。

負 債 及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計
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　　　　（百万円未満切捨て）

             期  別       前    期       当    期

 自 平成10年 4月 1日  自 平成11年 4月 1日       増       減

 至 平成11年 3月31日  至 平成12年 3月31日

 科  目     金   額 構成比     金   額 構成比     金   額 増 減 率

        百万円     ％         百万円     ％         百万円       ％

Ⅰ 売 上 高 159,514 100.0 173,842 100.0 14,327 9.0

Ⅱ 売 上 原 価 112,630 70.6 118,569 68.2 5,939 5.3

売 上 総 利 益 46,884 29.4 55,272 31.8 8,388 17.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 38,743 24.3 43,440 25.0 4,697 12.1

営 業 利 益 8,140 5.1 11,831 6.8 3,691 45.3

Ⅳ 営 業 外 収 益 2,669 1.7 2,513 1.5 △ 155 △5.8

受 取利息及び配当金 436 565 128

そ の 他 2,232 1,948 △ 284

Ⅴ 営 業 外 費 用 3,548 2.2 4,810 2.8 1,262 35.6

支 払利息及び割引料 203 137 △ 65

そ の 他 3,345 4,673 1,328

経 常 利 益 7,261 4.6 9,534 5.5 2,273 31.3

Ⅵ 特 別 利 益 43 0.0 56 0.0 13 31.1

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -  46 46

和 解 精 算 金 42 10 △ 32

そ の 他 特 別 利 益 0 -  △ 0

Ⅶ 特 別 損 失 190 0.1 1,272 0.7 1,081 567.6

固 定 資 産 処 分 損 44 123 79

棚 卸 評 価 廃 棄 損 123 89 △ 34

過年度退職給与引当金繰入額 -  898 898

関 係 会 社 整 理 損 11 58 46

会 員 権 評 価 損 -  65 65

そ の 他 特 別 損 失 11 37 26

7,114 4.5 8,319 4.8 1,204 16.9

  法人税、住民税及び事業税 4,468 2.8 4,828 2.8 359 8.1

  法 人 税 等 調 整 額 -      - △684 △0.4 △ 684 -  

2,646 1.7 4,176 2.4 1,530 57.8

  前 期 繰 越 利 益 50 47 △ 3

  過年度税効果調整額 -  2,619 2,619

  税効果会計適用に伴う
   固定資産圧縮積立金取崩高 -  152 152

2,696 6,995 4,298

（注）財務諸表等規則の改正により、当会計期間から税効果会計を適用して財務諸表を作成して
      おります。これに伴い、前期と比較し、繰延税金資産 3,304百万円（流動資産 651百万円、
      投資その他の資産 2,652百万円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は、 684百万
      円、当期未処分利益は、 3,456百万円多く計上されております。

損 益 計 算 書

  税 引 前 当 期 純 利 益

  当  期  純  利  益

当 期 未 処 分 利 益
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　　　　　　　　（百万円未満切り捨て）

期　　別

科　　　目

百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 2,696 6,995 4,299

固定資産圧縮積立金取崩額 12 6 △ 6

合　　　計 2,709 7,001 4,292

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 － 50 50

利 益 配 当 金 217 425 208

役 員 賞 与 金 44 44 △0

（ う ち 監 査 役 分 ) (4) (5) (1)

別 途 積 立 金 2,400 6,430 4,030

次 期 繰 越 利 益 47 52 5

１株当たり配当金の内訳

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普 通 株 式 12 50 12 50 15 00 15 00

（内　　　訳）

普　通　配  当　 12 50 12 50 12 50 12 50

記　念　配  当　 2 50 2 50

中　間 期　末

利　益　処　分　案

増  減

年　間 中　間 期　末 年　間

前　　　　期

平成10年4月1日～

平成11年3月31日

当　　　　期

平成11年4月1日～

平成12年3月31日

（１株につき12.5円） （１株につき15円）

前　　　　期 当　　　　期
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

１） 取引所の相場のある有価証券････移動平均法による低価法
２） 取引所の相場のない有価証券････総平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

１） 商品、原材料　　　　････移動平均法による原価法
２） 製品、仕掛品、貯蔵品････総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

法人税法に規定する減価償却の方法と同一の基準を採用しています。
１） 有形固定資産････定率法
　ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

２） 無形固定資産････定額法
ただし、前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上していたソフトウエア
については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公
認会計士協会会計制度委員会報告第12号 平成11年3月31日）における経過措置の適用
により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし、同報告により上
記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」から
無形固定資産の「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社
内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

３） 長期前払費用････定額法

４．繰延資産の処理方法

新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

１） 貸倒引当金
　売上債権等の貸倒による損失に備えるために引当てたもので、法人税法の規定による
損金算入限度相当額に加え、個別債権について回収不能見績額を計上しております。

２） 返品調整引当金
　返品損失に備えるため引当てたもので、法人税法の規定による損金算入限度相当額を
計上しております。

３） 退職給与引当金
　従業員の退職金支出に備えるため、将来予測支給額に基づく現価方式（適格退職年金
制度による年金資産を除く）にて計上しております。
（会計処理の変更）
　親会社の退職給与引当金は、従来、期末要支給額の100％を計上しておりましたが、
当期より将来予測支給額に基づく現価方式（適格退職年金制度による年金資産を除く）
に変更いたしました。
　この変更は退職一時金制度及び退職年金制度に係る負担額の会計処理を統一するこ
とによって財政状態及び経営成績をより適切に表示し、また財務体質の早期健全化を
図ることを目的とするものであります。
　この変更に伴い前事業年度と同一の方法によった場合に比べ営業利益及び経常利益
は125百万円減少し税引前当期純利益は1,023百万円減少しております。

４） 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため設定し、内規に基づく期末要支給額の引当計上
を行っております。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

重要な会計方針
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７．その他財務諸表作成のための重要な事項

１） 適格退職年金制度
イ）退職金制度の他に昭和40年10月より適格退職年金制度を採用しております。
ロ）平成11年8月31日現在の年金資産の合計は246百万円であります。
ハ）過去勤務費用の掛金期間は14年5ヶ月であります。

２） 消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。
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8

注　記　事　項
（貸借対照表関係）

前　　　　　　期
（平成11年３月31日現在）

当　　　　　　期
（平成12年３月31日現在）

１．主な外貨建資産・負債は次のとおりであります。 １.主な外貨建資産・負債は次のとおりであります。

　なお、外貨建長期金銭債権の期末残高と決算日

の為替相場換算額との換算差額は次のとおりであ

ります。

　なお、外貨建長期金銭債権の期末残高と決算日

の為替相場換算額との換算差額は次のとおりであ

ります。

２．このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

２．このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

受取手形及び売掛金 376百万円 受取手形及び売掛金 385百万円

未収金 112百万円 未収金 195百万円

支払手形 11百万円 買掛金 4,998百万円

買掛金 4,739百万円 未払費用 1,376百万円

未払金 1,069百万円 未払金 407百万円

３．担保に供している資産は次のとおりであります。 ３．担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 60百万円 定期預金 60百万円

有価証券 160百万円 有価証券 186百万円

建物 334百万円 建物 352百万円

土地 297百万円 土地 297百万円

計 852百万円 計 896百万円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

買掛金及び支払手形 6,874百万円 買掛金及び支払手形 8,258百万円

短期借入金 200百万円 短期借入金 200百万円

長期借入金 893百万円 長期借入金 774百万円

（１年以内に返済予定を含む） （１年以内に返済予定を含む）

計 7,968百万円 計 9,232百万円

４．偶発債務 ４．偶発債務

(1）保証債務

　関係会社の金融機関よりの借入に対し次のと

おり債務保証を行っております。

(1）保証債務

①関係会社の金融機関よりの借入に対し次の

とおり債務保証を行っております。

日進印刷紙器㈱ 500百万円 日進印刷紙器㈱ 500百万円

㈱エンゼル 165百万円 小林製薬プラックス㈱ 200百万円

小林製薬プラックス㈱ 138百万円 すえひろ産業㈱ 536百万円

すえひろ産業㈱ 536百万円 富山小林製薬㈱ 170百万円

富山小林製薬㈱ 170百万円 上海小林友誼日化有限公司 44百万円

上海小林友誼日化有限公司 20百万円 ㈱健翔 473百万円

㈱健翔 68百万円

計 1,598百万円 計 1,924百万円

現金及び預金 4,640千米ドル 492百万円

関係会社長期貸付金 21,292千米ドル 2,306百万円

関係会社株式 16,813千米ドル 2,028百万円

買掛金 1,147千米ドル 121百万円

関係会社長期貸付金 15,192千米ドル 1,637百万円

関係会社株式 14,883千米ドル 1,791百万円

買掛金 94千ポンド 18百万円

科 目 外貨額
貸借対照
表計上額

決算時の為替相場に
よ る 円 換 算 額

換算差額

千米ドル 百万円 百万円 百万円

関係会社長期貸付金 21,292 2,306 2,260 損  46

科 目 外貨額 貸借対照
表計上額

決算時の為替相場に
よ る 円 換 算 額

換算差額

千米ドル 百万円 百万円 百万円

関係会社長期貸付金 15,192 1,637 1,831 益 194
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前　　　　　　期
（平成11年３月31日現在）

当　　　　　　期
（平成12年３月31日現在）

②関係会社の取引先よりの仕入債務に対し次の

とおり債務保証を行っております。

㈱エンゼル 80百万円

㈱健翔 179百万円

計 259百万円

(2）輸出手形割引高 15百万円 (2）輸出手形割引高 27百万円

５．授権株式数及び発行済株式総数

    授権株式数                      34,800,000株

    発行済株式総数                  17,400,000株

６．有形固定資産の減価償却累計額

                                     8,471百万円

５．授権株式数及び発行済株式総数

    授権株式数                      75,600,000株

    発行済株式総数                  28,350,000株

    自己株式の数                           124株

     

    当期中の発行済株式数の増減内訳

    （増加）平成11年４月  新株発行

                  発行株式数         1,500,000株

                  発行価格               4,700円

                  発行価額               3,400円

                  資本組入額             1,700円

            平成11年11月  株式分割

                  分割比率       １株につき1.5株

                  発行株式数         9,450,000株

６．有形固定資産の減価償却累計額

                                     9,616百万円
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（損益計算書関係）

前　　　　　　期
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

当　　　　　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

１．その内訳は、次のとおりであります。 １．その内訳は、次のとおりであります。

仕掛品へ振替 1,205百万円 仕掛品へ振替 1,498百万円

棚卸評価廃棄損 905百万円 棚卸評価廃棄損 1,199百万円

特別損失へ振替 41百万円 特別損失へ振替 －百万円

販売費及び一般管理費他へ振替 410百万円 販売費及び一般管理費他へ振替 607百万円

計 2,562百万円 計 3,305百万円

２．その内訳は、次のとおりであります。 ２．その内訳は、次のとおりであります。

建物 81百万円

機械及び装置 10百万円 機械及び装置 22百万円

工具、器具及び備品 17百万円 工具、器具及び備品 15百万円

その他 16百万円 その他 4百万円

計 44百万円 計 123百万円

固定資産除却損 43百万円 固定資産除却損 123百万円

固定資産売却損 0百万円 固定資産売却損 －百万円

計 44百万円 計 123百万円

３．関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

３．関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

原材料費及び製品外注費（製造原価） 14,108百万円 原材料費及び製品外注費（製造原価） 15,705百万円

不動産賃貸料 1,084百万円 当期商品仕入高 5,103百万円

その他賃貸料 313百万円 運賃保管料 7,891百万円

受取利息及び割引料 235百万円

受取配当金 172百万円

不動産賃貸料 716百万円

                   その他賃貸料 193百万円

４．研究開発費の総額 ４．研究開発費の総額

      一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費

      一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費

                                     1,063百万円                                        1,195百万円
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（リース取引関係）

前　　　　　　期
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

当　　　　　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 １．借主側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 858百万円 １年内 685百万円

１年超 1,262百万円 １年超 975百万円

合計 2,120百万円 合計 1,660百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 1,187百万円 支払リース料 1,017百万円

減価償却費相当額 1,045百万円 減価償却費相当額 929百万円

支払利息相当額 79百万円 支払利息相当額 64百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同　　　　左

２．転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース取引には、全

く同一の条件で、関係会社に転貸リースしている取

引が含まれております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりでありま

す。

２．転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース取引には、全

く同一の条件で、関係会社に転貸リースしている取

引が含まれております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりでありま

す。

１年内 191百万円 １年内 51百万円

１年超 66百万円 １年超 12百万円

合計 257百万円 合計 63百万円

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械及び装置 1,140 613 526

車輌運搬具 824 473 351

工具器具及び備品 1,394 836 557

その他 319 148 170

合計 3,678 2,071 1,606

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械及び装置 2,762 1,918 843

車輌運搬具 951 455 495

工具器具及び備品 1,637 1,049 587

その他 234 114 119

合計 5,585 3,538 2,046
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前　　　　　　期
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

当　　　　　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

３．貸主側 ３．貸主側

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円 １年内 3百万円

１年超 6百万円 １年超 0百万円

合計 17百万円 合計 3百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が、営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法により算定し

ております。

同　　　　左

(3）受取リース料及び減価償却費 (3）受取リース料及び減価償却費

受取リース料 24百万円 受取リース料 10百万円

減価償却費 4百万円 減価償却費 4百万円

取得価額 減価償却累 計 額 期末残高

百万円 百万円 百万円

工具器具及び備品 44 39 4

その他 24 20 3

合計 68 60 8

取得価額
減価償却
累 計 額 期末残高

百万円 百万円 百万円

工具器具及び備品 44 37 6

その他 24 19 4

合計 68 57 11
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（税効果会計関係）

当　　　　　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

    （繰延税金資産）

    退職給与引当金損金算入限度超過額                          2,177 百万円

    役員退職給与引当金損金算入限度超過額                        424

    未払事業税否認                                              215

    未払経費否認                                                184

    貸倒引当金損金算入限度超過額                                177

    賞与引当金損金算入限度超過額                                173

    ｺﾞﾙﾌ会員権評価損否認                                         27

    新規取得土地等に係る負債の利子の損金不算入額                 21

    減価償却超過額                                               19

    商品廃棄損否認                                               12

    有価証券評価損否認                                            8

    未払事業所税否認                                              8

      繰延税金資産合計                                        3,451

    （繰延税金負債）

    固定資産圧縮積立金取崩額                                    147

      繰延税金負債合計                                          147

      繰延税金資産の純額                                      3,304

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

    法定実効税率                                                41.99%

       留保金課税                                                4.49%

       交際費等永久に損金に算入されない項目                      2.74%

       受取配当金等永久に益金に算入されない項目                △1.05%

       住民税均等割                                              0.57%

       その他                                                    1.06%

    税効果会計適用後の法人税等の負担率                          49.80%
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（重要な後発事象）

前　　　　　　期
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

当　　　　　　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

１．大阪証券取引所市場第２部への上場等

　当社は、大阪証券取引所より平成11年３月８日に

上場承認を受け、平成11年４月20日に同取引所市場

第二部に上場いたしました。

　株式上場に当たり、平成11年３月８日開催の取締

役会決議により、平成11年４月19日を払込期日とし

て額面普通株式1,500,000株を一般募集の方法

（ブックビルディング方式による全株式、証券会社

の買引受け）により発行いたしました。

　その概要は次のとおりであります。

(1）発行する株式の種類

額面普通株式（券面額50円）

(2）募集の方法ならびに発行株式数および発行価額

（株数） （発行価額）

ブックビルディン

グ方式による募集

1,500,000株 3,400円

計 1,500,000株

(3）発行価額の総額 5,100百万円

(4）払込金額の総額 6,627百万円

(5）発行価額のうち資本へ組入れる額

１株につき 1,700円

(6）資本組入額の総額 2,550百万円

(7）払込期日 平成11年４月19日

(8）資本増加日 平成11年４月20日

(9）配当金起算日 平成11年４月１日

(10) 資本金の使途

設備投資3,100百万円、子会社への融資900百万

円、残額借入金返済

２．訴訟等

　当社とブロック・ドラッグ・ジャパン㈱との間で

は、合弁解消に伴う返品代金及び広告費等の精算に

関する係争問題がありましたが、平成11年６月２日

に和解が成立いたしました。

家庭用品卸事業の分社化

　当社は、家庭用品卸事業の経営基盤を強化すると

ともに、将来の一層の発展を期するために、環境変

化に柔軟に対応できる機動性を持たせ、経営資源の

効率的活用による競争力の強化を図ることとし、当

該事業を分社化する予定であります。

このため、平成12年５月18日開催の取締役会の決

議に基づき、平成12年10月２日に当社全額出資の新

会社を設立する予定であります。その後、平成13年

３月31日に同社に当社の家庭用品卸事業の営業を譲

渡することとし、平成12年６月29日開催の株主総会

において承認を得る予定であります。

営業譲渡契約の概要は次のとおりであります。

　(1）新会社の概要

　　　名称　　　　　　　未定

　　　本店所在地　　　　未定

　　　代表取締役社長　　渡辺　晃一

　　　設立年月日　　　　平成12年10月２日

　　　主な事業内容　　　一般用医薬品、日用雑貨、

                        化粧品等の卸売業

　　　資本の額　　　　　10百万円（当社全額出資、

                        変態現物出資により最終72億

                        円となる予定）

　　　決算期　　　　　　９月

　　 従業員　　　　　　約280名

　(2）営業譲渡契約の内容

　　　営業譲渡する事業

   　   一般用医薬品、日用雑貨、化粧品等の卸売業

　　　営業譲渡する事業規模

    　  売上高　　　1,076億円（平成12年３月期実績）

  　　  経常利益  　　 10億円

　　　営業譲渡日　　　　平成13年３月31日(予定)

　　　譲渡予定価額（概算）

  　　　①流動資産　　　　　　　　　248億円

　　②固定資産　　　　　　　　　 90億円

　③上記に係わる消費税　　　　　2億円

　　①＋②＋③　合計　　　　　340億円

　④流動負債　　　　　　　　　266億円

　⑤固定負債　　　　　　　　　　1億円

　　④＋⑤　合計　　　　　　　267億円



（単位：百万円）

流動資産に属するもの
株    式 541 2,826 2,285

債    券 4 4 0

そ の 他 ― ― ―

小    計 546 2,831 2,284
固定資産に属するもの

株    式 ― ― ―

債    券 ― ― ―

そ の 他 ― ― ―

小    計 ― ― ―
合  計 546 2,831 2,284

（注）
期　別

項　目
１．時価等の算定方法
　（１）上場有価証券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

　（２）店頭売買有価証券 日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券（流動資産）
　　の連結貸借対照表計上額 （１）マネー・マネジメント・ファンド

　　　　　　　　　　　　       2,913百万円
（２）買現先の債券

　－　百万円
（固定資産）
   非上場株式（店頭売買株式を除く）
　　　　　　　          　　　 3,239百万円
　　　 　  　（うち関係会社株式）
　　　　　　　　　　　    　 （ 3,122百万円 )

 （平成11年3月31日現在）

前　　　　　　　期

前　　　　　　　期

有価証券の時価等

 （平成11年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益
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通 貨 関 連 (単位：百万円）

区

分 種     類 時  価 評 価 損 益

うち１年超

市 為 替 予 約 取 引

場

取

引   買     建

以

外

の     米  ド  ル 2,074 - 2,075 1

取

引

合         計 2,074 - 2,075 1

１．時価の算定方法
 　　期末の時価は先物相場を使用しております｡

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていること
 　 により､ 決済時における円貨額が確定している外貨建金銭
　  債権債務等で貸借対照表において当該円価額で表示されて
 　 いるものについては、開示の対象から除いております。

前　　　　　　期

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引の契約額等､ 時価および評価損益

契 約 額 等

前　　　　　　期

(平成11年3月31日現在) 
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（平成12年6月29日付予定）

１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他の役員の異動

(1) 新任取締役候補

該当事項はありません。

(2) 新任監査役候補

監査役（常勤） 増田
ますだ

　實
みのる

（現　取締役商事事業本部、本部長代理）

(3) 退任予定取締役

現　取締役 増田
ますだ

　實
みのる

（商事事業本部
本部長代理）

現　取締役 但馬
たじま

　幸
ゆき

則
のり

（製品営業事業本部
本部担当）

現　取締役 吹田
すいた

　昭
あきら

（製品営業事業本部
マーケティング部長）

現　取締役 森田
もりた

　宏
ひろし

（物流事業本部長）

現　取締役 芳
よし

松
まつ

　恒男
つねお

（製造事業本部長）

現　取締役 辻野
つじの

　隆志
たかし

（研究開発本部長）

(4) 退任予定監査役

監査役（常勤） 岡
おか

　稔
みのる

役　員　の　異　動
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